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  日本政府は令和３年４月 13 日に ALPS 処理水の海洋放出の方針を決定[1]し、トリチ

ウムをはじめとした放射性物質による海洋への影響に関心が高まった。これに対応する

ため、国、福島県及び東京電力では、それぞれ海域モニタリングの強化の方針を表明し

た[2]。 

  県では、これまでも海水のトリチウムの分析を実施し、データを公表してきている。

近年の分析結果では、分析値のそのほとんどが検出限界値(0.3-0.5 Bq/L)未満(N.D.)で

あるものの、安心・安全のための情報発信に寄与している[3]。一方で、N.D.という結

果からは、トリチウム濃度がいくつであるかという正確な情報は得られない。そのた

め、研究分野においては、海水のトリチウムの分布やその変化をより詳細に把握するた

め、「電解濃縮装置」を導入し(図１)、低濃度トリチウム分析法の検討を進めてきた。 

    国や東京電力が示した海域モニタリングの強化の方針では、放出前の海水のトリチウ

ム濃度を詳細に把握するため、電解濃縮法によるトリチウム分析を行い、検出限界値を

0.1 Bq/L とすることが示された[2]。これを受けて、本県は、令和４年度より、研究分

野において使用していた電解濃縮装置を活用したトリチウム分析を実施することで、国

や東京電力の分析結果と比較できるような分析結果を公表する方針を表明した[4]。 

  本発表では、電解濃縮法によるトリチウムの分析において、分析結果の信頼性を担保

するため、IAEA が主催する精度管理事業に参加した結果を報告する。また、福島県沿

岸の海水について、電解濃縮法により分析した事例を報告する。 

 

図１ 電解濃縮装置外観 
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